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ＮＰＯ
法人

　１１月２日にソウルのプレス・センターで
開催されたＮＧＯ「参与連帯」とソウル放
送局（ＳＢＳ）共催のシンポジウムで、レオ
ン･シガル（社会科学研究評議会東北アジ
ア協調的安全保障プロジェクト代表）と同席
する機会にめぐまれた。彼は、最新の『ブ
レティン・オブ・ジ・アトミックサイエンティ
スツ』（２００３年１１／１２月号）に「北朝鮮と交
渉する」という論文を書いたばかりであ
る。ニューヨーク・タイムズの記者でも
あった彼は、朝鮮民主主義人民共和国
（北朝鮮）との交渉の当事者（とりわけ韓国
の高官）とインタビューをして、できるだけ
北朝鮮当事者の発言を再現する努力を
していた。韓国の高官の言葉をワシント
ン高官に示して、イエス、ノーの反応を引
き出すのがひとつの方法であった。

　このようにして彼が強調するのは「新
聞の見出しに躍らされるな」という教訓
である。
　以下に、レオン･シガルの主張のエッ
センスを紹介する。

●４月２３日～２５日三者協議
　北朝鮮の李根（リ・グン）外務省米州副
局長が、北朝鮮はプルトニウムを再処理
し、すでに核兵器を持っていると言った。

　１０月末から１１月上旬にかけて、二度の訪韓をした。そ
の後、核軍縮議員ネットワーク（ＰＮＮＤ）の初めての世界
的国際会議（バンクーバー）で、朝鮮民主主義人民共
和国（北朝鮮）核問題に関する韓国国会議員の感覚
のひだにも触れた。韓国での会議の一つでは、ペリー
元米国務長官、レーニー元駐韓米大使と同席し、彼ら
の証言も聴いた。共通項は骨太く、シンプル。米国さえ

危機を好機に　精神の持続を
誤らなければ、平和的解決の可能性は高く、新しい
未来も見えている。第２回六か国協議が１２月に予想
される中で、１０月２９日には、韓国首脳が「六か国協
議を恒常的な地域安保の枠組みに」と発言したと報
道された。この六か国とは非核地帯３＋３構想と同じ
六か国である。以下には、一人の研究者と一人の国
会議員の発言のハイライトをまとめた。（梅林宏道）

東北アジア共通の安全保障

レオン・シガル
のメモ
　「北」は何を言ったか

　２００４会計年度（２００３年１０月から２００４年
９月）の米国の国防予算及び政策、計画
を定める「２００４国防認可法」（Ｈ．Ｒ．１５８８）
については、本誌でも既報のとおり、上下
両院の修正提案の不一致を解消するべ
く、両院の代表者からなる協議会におけ
る調整が進められてきたが、１１月７日、同
協議会における合意が成立した。合意
された法案は同日ただちに下院で、１１
月１２日には上院でも承認されブッシュ
大統領に署名のため回付された。
　ここでは、同法と、同時に成立した「エ

ネルギー及び水に関する歳出化法」（Ｈ．
Ｒ．２７５４）によって承認された、国防総省と
エネルギー省の核兵器政策について速
報する。いずれも、２００２年の「核態勢の
見直し」（ＮＰＲ）を踏まえた、ブッシュ・カ
ラーを鮮明にした「目玉政策」である。承
認された法案の詳細な分析は次号で。
◆小型核兵器（ミニ・ニューク）の研究を解禁
　１９９４国防認可法に導入され、１０年間
にわたって爆発力５キロトン（ヒロシマ型原
爆の約３分の１）以下の比較的小さな威力
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そして「我々は、それを破壊できない」
「物理的なデモンストレーションをする
か、（誰かに）移転するか、あなた方次第
だ」と言った。
　このことが大きく報道された。しかし、
北朝鮮はもっと大切な事を提案した。北
朝鮮は、核プログラムについて、まず凍
結する、次に検証の下に破壊する、と提
案した。その見返りに米国が正式に侵略
をせず、内政に干渉せず、南北と日朝の
政治的、経済的関係改善を邪魔しない、
軽水炉を完成させること、それまでの電
力を供給すること、を求めた。
　北朝鮮は脅迫を山としながら譲歩す
る。その譲歩の部分に注目しなければな
らない、とシガルは考える。

●８月２７日～２９日六者協議
　北朝鮮の金永日（キム・ヨンイル）外務
次官は、米国に交渉の意志がないなら
「核兵器の保有を宣言し」「核実験を行
う」以外に道はないと警告した。このこと
が大きく報道された。しかし実際には、北
朝鮮の意図は極めて明確に示されたの
であり、それに対して米国は何ら具体的
な内容で応えずに、「私の文書を注意深
く読んでくれ。金正日（キム・ジョンイル）に
私の文書を読むよう言ってくれ」（ジェー
ムス・ケリー米国務次官補）と応えただ
けであった。
　キム・ヨンイルは次のようなことを述べ
た。「核兵器を持つことは、我 の々目的で
はない」「米国が我 に々対する敵対政策
を転換し、我 に々対して脅威を与えない
ならば、我 の々核プログラムを放棄してよ
い。」「米国が敵対政策をあきらめるとい
う意志を明確に示すなら、我 も々核プロ
グラムを解体する意志を明確にするだ
ろう」。シガルは、もはや北朝鮮が第一段
階から不可侵条約を要求していないこ
とに注目している。
　北朝鮮は具体的に手順を示した。つ
まり、まず米国は重油の供給を再開し、
食糧援助を「急増させる」。そして米国が
北朝鮮と不可侵条約を結び、電力損失
を補償した時点で、北朝鮮は核施設と
核物質を再凍結し、それらの検証とモニ
タリングを許可するだろう。次に、米国と
日本が外交関係を開設した時点で、「ミ
サイルの発射実験を凍結し、ミサイルの
輸出を中止する。」次に、「軽水炉が完了
した時点から、核施設を解体する。」

●真実探しより交渉を

　シガルは、北朝鮮の核の真実は「ピョ
ンヤンの少人数の人間しか知らない」と
言う。シンポジウムには、ウィリアム・ペ
リー元米国防長官もジェームス・レー
ニー元駐韓米大使も発言したが、彼ら
も、「米国も真実を知らない」と明確に告
白した。
　そうである以上、北朝鮮が核プログラ
ムもミサイル・プログラムも中止すると
言っているのだから、対案を示しながら
交渉に応じる以外に道はない、とシガル
の論理は明快である。「交渉しても９４年
枠組み合意は守られなかった」という反
論にたいして、シガルは守らなかったの
は、共和党優勢の議会とそれに阻げられ
た米政府の側であることを例証した。（梅
林宏道）

●北朝鮮の本心
　１９９０年代の半ば、米国との長期の交
渉が行なわれていた時でも、朝鮮民主

主義人民共和国（北朝鮮）は、核能力に
ついて肯定も否定もしない立場をとり続
けていた。しかし、二度目の核の危機に
おいては、北朝鮮は至って簡単に核計
画を認めた。このような状況における北
朝鮮の核計画の容認は、米国や韓国を
脅そうとしているのではなくて、核計画を
新たなカードに使って米国を交渉の場に
連れ出そうとしていると解釈できる。
　核開発計画を認めたとき、北朝鮮は
「米国が北朝鮮に対する敵視政策を放
棄する一方で北朝鮮は核、ミサイル及び
通常兵器の軍備撤廃することを確約す
ることによって、同じに二重の安全保障
問題に対処する」という提案を行った。さ
らに、ブッシュ大統領が重油の輸送を停
止する発表を行ったことを批判する公式
放送において、北朝鮮は「核兵器を含む
強力な軍事的対抗手段を所有するに
至った」と発表した後に、すぐにこのよう
な対抗手段を「所有する予定である」と
言い直した。私は、皮肉にもこれは北朝
鮮の本心を暴露したものであると考えて
いる。

●平和解決は可能
　その意図が何であろうと、ひとたび北
朝鮮が核開発計画を推進すれば、東北
アジアの軍事バランスは崩壊し、軍備競
争の連鎖反応を引き起こすであろう。そ
うなれば、戦争パワーバランスのために
韓国が核武装を強いられるのは明々
白々である。それに留まらず、日本、中
国、台湾の核能力の追求へとドミノ現象
が席巻し、地域の軍備競争は加速する。
　韓国の安全保障に直接かつ深刻な
影響をもつ以上、北朝鮮の核開発のい
かなる試みも容認できないというのが、
韓国政府の立場である。

ある韓国議員
の見解

金成鎬（キム・ソンホ）

　以下の原稿は、１１月８日、バン
クーバーにおける核軍縮議員ネッ
トワーク（ＰＮＮＤ)主催の会議で発
表されたスピーチからの抜粋であ
る。前後が省略されているが、抜
粋部分は正確な訳である。見出し
は梅林がつけた。金成鎬議員は韓
国第二の最年少議員で、この会
議直後に新党「開かれた私たちの
政党」（韓国での呼び名「ウリダン」）
を結成した。

韓国ＮＧＯ「参与連帯」のシンポジウム。右端がレオン・シガル。発言者は梅林宏道。
１１月２日。プレスセンター。
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　北朝鮮も韓国も核兵器に関する公式
政策は、非核化であり、核兵器の開発や

所有の完全放棄を誓約している。非核
化の法的、政治的基礎は、１９９１年１２月３
１日に署名した「朝鮮半島の非核化に関
する共同声明」である。しかし、私は、北
朝鮮の核問題に対処する手段は、北朝
鮮に圧力をかける強硬政策に限定すべ
きではないと考えている。
　１９９４年、一度目の核危機が発生した
とき、韓国の北朝鮮への強硬政策のた
めに南北会談は頓挫するに至った。そ
れ以後の交渉は米朝間のみに厳しく限
定され、朝鮮半島の核問題に関する交
渉から韓国は完全に疎外されるに至っ

た。結果的に、その後、戦争の瀬戸際ま
で事態は進行した。この経験に照らし
て、今回は北朝鮮に核計画の放棄を促
すプラスの誘因を与えると同時に、われ
われが適正な安全の保証を与えること
が極めて重要である。
　このように、私は北朝鮮の核問題は譲
歩を通して平和的に解決すると確信し
ている。

●三つの要件
　プロセスが何であろうと、最低限の
「共通の物尺」は次のようなものであると
確認できるであろう。いずれの場合にも、
状況の変化に応じてすばやい行動が要
求される。
（１）問題の解決は、北朝鮮の核開発
の放棄をもたらすものでなければ
ならない。

（２）北朝鮮に核への野心を放棄する
に至らしめる手段は軍事力や軍
事行動ではなく、外交的、平和的
手段でなければならない。

（３）解決は、当面の北朝鮮の核問題
に対処するだけではなく、それを

超えて米朝関係の抜本的改善の
基礎をなすものでなければならな
い。より基本的、構造的な観点から
見たとき、今回の危機は、１９９４年
枠組み合意にもかかわらず、米朝
間に継続した相互不信と相互敵
視から発生しているからである。

●対話と譲歩
　北朝鮮核問題に関する多国間協議
の成り行きは、核開発を放棄する政治
的、経済的利益は、核に固執するよりもは
るかに勝ることを、北朝鮮にどれだけ明
確かつ効果的に伝えられるかにかかっ
ている。その意味で、対話と譲歩による
外交が、しばしばブッシュ政権の特徴で
ある一方的強硬路線よりも結果的に効
果的であると、私は確信する。さらに、北
朝鮮が核計画をひとたび放棄した時に
は、北朝鮮が国際社会の責任ある一員
になるよう世界の国 は々熱心に誘導す
べきである。北朝鮮への経済やエネル
ギーの援助、また米朝外交関係の全面
確立は、まさにこのことに関係している。
（訳：ピースデポ）

　１０月２日、最高司令官会議において
セルゲイ・イワノフ国防相が発表した国
防省文書「ロシア軍近代化の指針」につ
いて、独立系軍事アナリストのフェルゲ
ンハウエルは、その内容を解釈するには
注意を要することを指摘した（本誌１９７号
で既報）。
　モントレイ国際研究所の研究員ニコラ
イ・ソコフは、同文書のロシア語版オリジ
ナルを入手し、『不拡散研究センター報
告書』に論文「ロシア国防省（ＭＯＤ）の新
政策文書:核に関する角度から」を発表
し、同文書の一部を英訳して紹介しなが
ら内容を検討した。ソコフによれば、新政
策文書は「公式には国防省の見解を明
らかにしているにすぎない」のであり、全
般的には「目新しい考え方が数多く含ま
れているわけではない」。しかし、一方
で、文書の唯一の重要な新機軸は、ＭＯ
Ｄが「必要なときに軍事力の予防的使用
の可能性を、もはや完全には排除しな
い」と言っていることだ、とソコフは述べ、

具体的に核兵器に関連して言っている
わけではないが、核兵器の全体的な役
割から考えると、核の脅迫を意味してい
る可能性がある、と分析している。
　全体としてソコフは「（同文書の）意味
するところは幅広い範囲に及んでおり、
事実上、２０００年の『ドクトリン』の内容を
発展させ詳細に記述している。核兵器に
関して言えば、…核戦力態勢計画にお
ける重要な洞察を提供する」という評価
を下している。
　以下では、ソコフ論文に依拠しつつ、
国防省文書における核兵器関連の注目
点を紹介する。

核兵器の限定的使用
　ＭＯＤ文書では、地域紛争での核兵器
の限定的使用が、２０００年に発表された
「国家安全保障構想」および「新軍事ドク
トリン」よりも具体的に検討されている。す
なわち、規模が限定された紛争では、近
代的で優秀な通常戦力とともに核兵器も

使用されるのだという。「この場合にの
み、攻撃に対する反撃として核を使用す
るという脅しは信頼性がある」からであ
る。「現代の戦争および武力紛争の性
質」に関する節では、１９９０年代の戦争の
初期段階において航空機搭載の兵器も
含めて長距離攻撃兵器が中心的な役
割を演じたことが強調されている。国防
省文書では「敵の軍事資産を直接の紛
争地域外から攻撃できる能力（長射程の
精密誘導兵器、航続距離の長い空軍）」が
要求されている。

米核政策の変化への対抗
　国防省文書では、ロシアの戦略核態
勢に関する計画が概観されている。情
報の量は僅かだが、２００２年の戦略攻撃
兵器削減条約（モスクワ条約）によっても
たらされた柔軟性（モスクワ条約の枠組で
は総弾頭数についての制限のみで、弾頭の

運搬手段には制限がない）を利用して、核
三本柱の将来の構成と規模を計画しよ
うとしていることが確認できる。
　本誌で度々取り上げてきたように、米
国の核兵器政策は２００２年の核態勢見
直し（ＮＰＲ）によって変化した。ＭＯＤ文書
は米国の核兵器政策の変化にどのよう

核兵器依存のメンタリティ
解説：ロシア「国防省新政策文書」
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金成鎬議員。１０月２２日。韓国国会議員会館。
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総会は、

２０００年１１月２０日の決議５５／３３Ｄ、２００２年１
１月２２日の決議５７／５８と決議５７／５９を想起
し、

２０００年核不拡散条約（ＮＰＴ）締約国再検
討会議の最終文書にある、すべての締約
国がＮＰＴ第６条の下で誓約している核軍
縮につながるような、保有核兵器の完全廃
棄を達成するという核兵器国による明確な
約束を強調し、※

国際の平和と安全の確保には軍縮と不拡
散が不可欠であることを認識し、

ＮＰＴ締約国が、いかなる時、いかなる状況
においても同条約における義務に厳格に
従うことの必要性と※、２０００年および１９９５年
の再検討会議で合意された決定および最
終文書における誓約を支持することの必要
性を再確認し、

１９９６年７月８日にハーグで出された国際司
法裁判所（ＩＣＪ）による「核兵器による威嚇ま
たはその使用の合法性」に関する勧告的
意見に留意し、※

核軍縮につながるような、透明性、検証可
能性、不可逆性をもった核兵器の削減を行
なうという責任が核兵器国にあることをくり
返し、

２０００年ＮＰＴ再検討会議の最終文書にお
いて、非戦略核兵器のさらなる削減を行う
という誓約がなされたことを強調し、※

非戦略核兵器のさらなる削減が、核軍備の
削減と軍縮の過程における不可欠な一部
分を構成することを確信し、

その軽便性や紛争地域への近接性のため
に非戦略核兵器がもたらす脅威を懸念し、
したがって、その拡散および使用の危険性
を懸念し、

新型の低威力非戦略核兵器の開発の可
能性など、安全保障政策の一環として核兵
器により広い役割を認めるアプローチが現
れつつあることを懸念し、

非戦略核兵器に関連して、透明性および
公式の同意が欠如していることを考慮し、

核兵器の廃棄に向けた重要な一歩として、
非戦略核兵器のさらなる削減に、より高い
優先性が与えられるべきであること、そし
て、それが包括的な方法で実施されるべき
であることを強調し、

１．非戦略核兵器の削減および廃棄が、一
方的なイニシャティブに基づくものであ
ること、そして、核軍備削減と軍縮過程
における不可欠な一部分として含めら
れるべきであることに合意する。

２．非戦略核兵器の削減が、透明性、検証
可能性、不可逆性を持つ方法で行われ
るべきであると合意する。

３．アメリカ合衆国とソビエト社会主義共和
国／ロシア連邦による、１９９１年と１９９２年
の非戦略核兵器に関する大統領核イニ
シャティブを維持し、再確認し、履行する

ことの重要性について合意する。

４．大統領核イニシャティブを条約として公
式化し、このような兵器のさらなる削減に
関する交渉に着手することを、ロシア連
邦とアメリカ合衆国に要求する。

５．ＮＰＴの下で誓約された核軍縮過程の一
環として、核兵器国が非戦略核兵器を
取り除き、のちに廃棄するため、非戦略
核兵器、その部品、関連物質の輸送およ
び保管のための特別保安装置や物理
的な防護措置を、とりわけ、物理的に安
全な中央の保管場所にそれらの兵器を
置くことを通じて強化することの重要性
を強調する。※またこれに関連して、この
ような兵器を保持するすべての核兵器
国に必要な措置をとるよう要求する。

６．非戦略核兵器による脅威を低減するた
めに、さらなる信頼醸成と透明化の措置
を要求する。

７．非戦略核兵器が使用される危険性を低
くするために、非戦略核兵器システムの
作戦上の地位のさらなる低減に向けた
具体的な合意措置を要求する。

８．作戦配備の兵器の数や種類を増やさな
い、また新型のこのような兵器の開発や
それらの使用を正当化しないという、こ
のような兵器を保有する核兵器国による
約束が必要であることを強調する。

９．いくつかの核兵器国の保有核兵器から
すでに外された種類の非戦略核兵器を
禁止すること、これらの兵器の廃棄にお
ける検証のための透明性メカニズムを
構築することを要求する。

１０．「非戦略核兵器の削減」と題する議題
を第６０総会の暫定議題に含めることを
決定する。（訳：市岡真之、ピースデポ）

※印には参照すべき原文の題名等が記載
されているが省略した。

非戦略核兵器の削減
Ａ／Ｃ．１／５８／Ｌ．３９／Ｒｅｖ．１

２００３年１０月１５日提出、１１月４日第一委員会採択
共同提案国：ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、ニュージーラ
ンド、南アフリカ、スウェーデン

の核兵器の研究、開発を一切禁止して
きた「スプラット・ファース条項」を廃止し、
小型核兵器の「研究」を解禁した。しか
し、「開発」以降のフェーズに進むために
は、改めて議会の承認を得なければなら
ない。国防・国務・エネルギー各長官は、
２００４年３月１日までにこの措置が、「拡散
の防止」という国家目標に対して影響す
るか否かについて連名で議会に報告す
る。
◆強力地中貫通型核兵器の
　研究継続を承認
　ＮＰＲにおいて、必要とされる新しい核
能力として挙げられた「強化され地中深
く埋められた標的を撃破する能力」に答
えるために、すでに予算がつけられ研究

が始まっている強力地中貫通型核兵器
（!�"#$��%#����������&�'�(����������!%�'）

の実現可能性、コスト及び概念に関する
研究を継続するためにエネルギー省が
要求した１５００万ドルは７５０万ドルに減額
されて承認された。これもミニ・ニューク
と同じく、「開発」以降のフェーズに進む
ためにはもう一度議会の承認というハー
ドルを越えなければならない。
◆新概念の核兵器と
　プルトニウムピット製造施設
　新概念の核兵器研究のために６００万
ドルが承認されたが、うち４００万ドルはエ
ネルギー省による核兵器の備蓄必要量
に関する報告書の提出まで執行が凍結
される。一方、プルトニウム・ピット（兵器級
プルトニウムを金属で覆った第一次爆発用

部品）の新しい製造施設については、政
府の要求額が５０％以上カットされ、１,０８
０万ドルとされた。
◆核実験準備期間の短縮
　ＮＰＲは、９２年以来の核爆発実験の凍
結を継続するとしつつ、核実験再開に対
する準備期間が現行の２～３年では、実
験経験者の退役によって技術継承がで
きない、さらに将来発見され得る深刻な
欠陥に対処できないことを理由に相当
程度の短縮を勧告していた。国防認可
法はこれを受け入れ、２００６年１０月１日ま
でに準備期間１８ヶ月体制に移行すると
した。そのためのネバダ実験場の改良
予算も承認された。
◆「半分の勝利」か「半分の敗北」か？
　議会内外の核軍縮派にとって、国防

��１ページ右下からつづく
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アフガニスタン ｙ－ ｙ
アルバニア ａａ－
アルジェリア ｙｙｙ
アンドラ ｙｙｙ
アンゴラ ｙｙｙ
アンティグア・バーブーダ－－－
アルゼンチン ｙｙｙ
アルメニア ｙａｙ
オーストラリア ａａｙ
オーストリア ｙｙｙ
アゼルバイジャン ｙｙｙ
バハマ ｙｙｙ
バーレーン ｙｙｙ
バングラデシュ ｙｙｙ
バルバドス －－－
ベラルーシ ａａｙ
ベルギー ａａｙ
ベリーズ ｙｙｙ
ベニン ｙｙ－
ブータン ａｙａ
ボリビア ｙｙｙ
ボスニア・ヘルツェゴビナａａｙ
ボツワナ ｙｙ－
ブラジル ｙｙａ
ブルネイ ｙｙｙ
ブルガリア ａａｙ
ブルキナファソ ｙｙｙ
ブルンジ ｙｙｙ
カンボジア ｙｙ y
カメルーン －－ ｙ
カナダ ｙａｙ
カーボベルデ ｙ－ ｙ
中央アフリカ共和国 ｙｙ－
チャド －－－
チリ ｙｙｙ
中華人民共和国 ｙ－ ａ
コロンビア ｙｙｙ
コモロ －－ ｙ

ｙ＝賛成
ｎ＝反対
ａ＝棄権
－＝欠席

編集部注：全体投票のみの結果。新アジェンダ決議案では部分投票も行われた。

国連総会第一委員会での投票結果

コンゴ ｙｙｙ
コスタリカ ｙｙｙ
コートジボアール ｙｙｙ
クロアチア ａａｙ
キューバ ｙｙａ
キプロス ｙｙｙ
チェコ ａａｙ
朝鮮民主主義人民共和国ａｙａ
コンゴ民主共和国ｙｙｙ
デンマーク ａａｙ
ジブチ ｙｙｙ
ドミニカ －－－
ドミニカ共和国 ｙｙｙ
エクアドル ｙｙｙ
エジプト ｙｙａ
エルサルバドル ｙｙｙ
赤道ギニア －－ ｙ
エリトリア ｙｙｙ
エストニア ａａｙ
エチオピア ｙｙｙ
フィジー ｙｙｙ
フィンランド ｙｙｙ
フランス ｎｎｙ
ガボン ｙｙｙ
ガンビア －－－
グルジア ａａ－
ドイツ ａａｙ
ガーナ ｙｙｙ
ギリシャ ａａｙ
グレナダ ｙｙｙ
グアテマラ ｙｙｙ
ギニア ｙｙｙ
ギニアビサウ －－－
ガイアナ ｙｙｙ
ハイチ ｙｙｙ
ホンジュラス ｙｙｙ
ハンガリー ａａｙ
アイスランド ａａｙ

インド ｎａｎ
インドネシア ｙｙｙ
イラン ｙｙｙ
イラク －－－
アイルランド ｙｙａ
イスラエル ｎａａ
イタリア ａａｙ
ジャマイカ ｙｙｙ
日本 ａａｙ
ヨルダン ｙｙｙ
カザフスタン ｙｙｙ
ケニア ｙｙｙ
キリバス －－－
クウェート ｙｙｙ
キルギス ｙａ－
ラオス － ｙｙ
ラトビア ａａｙ
レバノン ｙｙｙ
レソト ｙｙｙ
リベリア －－－
リビア ｙｙｙ
リヒテンシュタインｙｙｙ
リトアニア ａａｙ
ルクセンブルグ ａａｙ
マダガスカル ｙｙｙ
マラウイ ｙｙ－
マレーシア ｙｙｙ
モルディブ ｙｙｙ
マリ ｙｙｙ
マルタ ｙｙｙ
マーシャル諸島 －－ ａ
モーリタニア ｙｙｙ
モーリシャス ｙｙｙ
メキシコ ｙｙａ
ミクロネシア連邦 ａａｙ
モナコ －－ ｙ
モンゴル ｙｙｙ
モロッコ ｙｙｙ

モザンビーク ｙｙｙ
ミャンマー ｙｙａ
ナミビア ｙｙｙ
ナウル －－－
ネパール ｙｙｙ
オランダ ａａｙ
ニュージーランド ｙｙａ
ニカラグア ｙｙｙ
ニジェール ｙｙｙ
ナイジェリア ｙｙｙ
ノルウェー ａａｙ
オマーン ｙｙｙ
パキスタン ｎａａ
パラオ －－－
パナマ ｙｙｙ
パプアニューギニア ｙｙ－
パラグアイ ｙｙｙ
ペルー ｙｙｙ
フィリピン ｙｙｙ
ポーランド ａａｙ
ポルトガル ａａｙ
カタール ｙｙｙ
韓国 ａａｙ
モルドバ ａａｙ
ルーマニア ａａｙ
ロシア ａｎｙ
ルワンダ ｙｙ－
セントクリストファー・ネビス－ － －
セントルシア ｙｙｙ
セントビンセント・グレナディーンｙｙｙ
サモア ｙｙｙ
サンマリノ ｙｙｙ
サントメプリンシペ － － －
サウジアラビア ｙｙｙ
セネガル ｙｙｙ
セルビア・モンテネグロ ａａｙ
セーシェル －－－
シエラレオネ ｙｙｙ

国名

シンガポール ｙｙｙ
スロバキア ａａｙ
スロベニア ａａｙ
ソロモン諸島 ｙｙ－
ソマリア －－ ａ
南アフリカ ｙｙａ
スペイン ａａｙ
スリランカ ｙｙｙ
スーダン ｙｙｙ
スリナム ｙｙｙ
スワジランド ｙｙｙ
スウェーデン ｙｙａ
スイス ａａｙ
シリア ｙｙｙ
タジキスタン －－ ｙ
タイ ｙｙｙ
旧ユーゴ・マケドニア ａａｙ
東チモール ｙａｙ
トーゴ ｙｙｙ
トンガ ｙｙｙ
トリニダードトバゴ ｙｙｙ
チュニジア ｙｙｙ
トルコ ａａｙ
トルクメニスタン －－ ｙ
ツバル －－－
ウガンダ －－－
ウクライナ ｙｙｙ
アラブ首長国連邦ｙｙｙ
英国 ｎｎｙ
タンザニア ｙｙｙ
アメリカ合衆国 ｎｎｎ
ウルグアイ ｙｙｙ
ウズベキスタン －－ ｙ
バヌアツ ｙｙｙ
ベネズエラ ｙｙｙ
ベトナム ｙｙｙ
イエメン ｙｙｙ
ザンビア ｙｙｙ
ジンバブエ ｙｙ－

（
新
ア
ジ
ェ
ン
ダ
決
議
案
）

（
非
戦
略
核
決
議
案
）

（
日
本
決
議
案
）

２００３年１０月３０日◆日本決議案　ｙ：１４６ ｎ：２ ａ：１６　
２００３年１１月４日◆非戦略核決議案　ｙ：１１８ ｎ：４ ａ：４１
２００３年１１月４日◆新アジェンダ決議案　ｙ：１２１ ｎ：６ ａ：３８

　新アジェンダ決議

カナダは賛成、日本は棄権
　１１月４日、国連総会第一委員会で、新
アジェンダ連合（ＮＡＣ）が提出した２つの
決議案の投票が行われた（各国の投票
結果は下の表）。包括的な決議案「核兵器
のない世界へ：新しいアジェンダ」（本誌
前号に全訳を掲載）は、賛成１２１－反対６－
棄権３８で採択された。政府に賛成の投
票をするよう求めた多くの市民の声にも
かかわらず、日本は今年も棄権だった。
一方で、昨年、ＮＡＴＯ諸国の中で唯一
の賛成投票をして注目を集めたカナダ
は、今年も賛成した。核兵器国の中で

は、中国が賛成、米・英・仏は反対した。
また、昨年まで賛成していた朝鮮民主
主義人民共和国（北朝鮮）は、決議案の
中に今年新しく加えられた朝鮮半島に
関する節が、「米朝間の核問題を公正に
反映していない」などと批判、棄権へと
転じた。
　同日、戦術核の削減に絞ったもう１つ
の決議案「非戦略核兵器の削減」（全訳
４ページ）の投票も行われ、賛成１１８－反
対４－棄権４１で採択された。米、英、仏、
ロは反対、日本はインド、パキスタン、ＮＡ

認可法等を巡る論争の結末は「半分の
勝利」と呼ぶことのできる内容を含んで
いる。すなわち、ブッシュ政権の新政策
はすべて予算カットに会ったり、新たな
ハードルが設けられりした。しかし、逆の
見方からは、ブッシュ政権はすべてにお
いて「頭出し」に成功したとも言える。そ
の意味では「半分の敗北」と呼ぶべき結
果かもしれない。しかし間違いなく言える
ことは、この危険な核軍拡路線に対する
「抵抗勢力」が、議会内に少なからず存
在することである。攻防は、大統領選を
挟んで第二ラウンドへと進む。（田巻一
彦）●Ｍ
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器政策が変わる可能性があることであ
る。少なくともロシア軍部は、根深い対米
不信感を相変わらず抱いていることを読
み取ることが出来る。ソコフは言う。「（国
防省文書は）大量破壊兵器の拡散や国
際テロをロシアの安全保障に対する最
重要の脅威として挙げているにもかかわ
らず、米国の軍事力、および仮に米国の
攻撃を受けた場合にこれを撃退できる
自軍の能力をロシア軍部は計画の基準
と見なしている。…つまるところ、特に米
国が十分に論理的ではない軍事的冒
険主義をしばしば単独で試みる傾向が
ある状況下では、ロシア国防省は軍事
力以外の何ものも自国の安全と利益を
保障し得ないと信じているように思われ
る。」（大滝正明）

ＩＣＪ＝国際司法裁判所
ＭＯＤ＝ロシア国防省
ＮＡＣ＝新アジェンダ連合
ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構
ＮＰＲ＝核態勢見直し
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＰＮＮＤ＝核軍縮議員ネットワーク

今号の略語

日  誌
２００３.１０.２１～１１.５

(作成:中原聖乃、中村桂子）

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、市岡真之、大滝正明、田巻一彦、津留佐和子、中原聖乃、中村和子、
梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

ピースデポの会員
になって下さい。

新サービス始めました！
　『モニター』電子版のメール配信を開
始しました。料金体系はこれまでどおり
変わりません。詳しくは、ウェブサイトの入
会案内のページをご覧ください。
　また、従来どおり紙でも受取れます。
会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

沖縄
●１０月２１日　伊波宜野湾市長、普天間飛行場５
年以内返還を比嘉副知事に要請。
●１０月２１日　米軍の水陸両用車５台、那覇防衛
施設庁や名護市に事前連絡のないまま施設間の
移動で国道を横断。
●１０月２３日　嘉手納基地で、ＫＣ１３５空中給油機
が緊急着陸。
●１０月２２日　嘉手納基地で、Ｆ１５戦闘機２機が緊
急着陸。
●１０月２５日　陸軍嘉手納弾薬庫地区内の原野
で火災が発生。
●１０月２７日　名護市議会、キャンプ・シュワブ「レ
ンジ１０」付近でＭ２重機関銃らしき連射音が響い
た問題で、実弾射撃訓練中止などを求める決議と
意見書を可決。
●１０月２８日　米海兵隊、那覇軍港内の高速輸送
船付近で海面に浮いた油の回収作業。
●１１月１日付　那覇防衛施設局、１０月３１日までに
ＷＢ海軍桟橋の大幅な拡張工事に着手。
●１１月３日　米比合同軍事演習「タロン・ビジョン
０３」が始まる（～１７日）。在沖海兵隊が参加。
●１１月５日　伊波宜野湾市長、市内の嘉数高台
で米軍普天間飛行場の監視行動を開始。普天間
５年以内返還を目指す行動計画の一環。

●１０月２１日　英独仏外相、核開発疑惑問題打開
のため、イラン訪問。ハタミ大統領とウラン濃縮計
画の中止などで合意、声明を発表。
●１０月２２日　ブッシュ米大統領、北朝鮮が求め
る「安全の保証」について、米・日・中・韓・ロが、６
か国協議の枠組みの中で文書化する方針で合
意、と明らかに。
●１０月２３日　イランのＩＡＥＡ駐在代表、エルバラ
ダイ事務局長に、ウラン濃縮を中心とする原子力
の技術研究についての報告書を提出。
●１０月２５日　北朝鮮外務省報道官、米の安全保
証文章化提案について「考慮する容易がある」。
朝鮮通信（東京）。
●１０月３０日　エルバラダイＩＡＥＡ事務局長、イラ
ンが２３日に提出の報告書が包括的なものである
との見方を示す。ロイター。
●１０月３０日　国連総会第１委員会（軍縮）、日本
提出の決議「核兵器の完全廃棄への道程」を可
決。（本号参照）
●１０月３０日　中国の呉・全人代常務委員長、金
総書記らと平壌で会談。金総書記、６カ国協議の
継続に原則的に同意、と中国中央テレビ。
●１１月１日　イランの核開発問題で、ナタンツの
核施設などからＩＡＥＡが検出した高濃縮ウランが
核兵器級の高レベルであることが明らかに。共同
通信。
●１１月２日付　米の先制核攻撃で国家指導部が
全滅した場合、残る核ミサイルを米国に向け自動

発射する旧ソ連の核報復システム「死の手」が現
在も稼働中と判明。読売新聞。
●１１月３日　ＫＥＤＯ非公式理事会、ＮＹで開催。４
日、琴湖の軽水炉建設について期限付きで停止
することで合意。
●１１月４日　国連総会第一委員会、ＮＡＣ提出の
２つの決議を可決。（本号参照）
●１１月５日　エレリ米国務省副報道官、ＫＥＤＯの
期限付き停止内定に関して、実際には完全終了
に至るとの見通しを示唆。
●１１月５日　米上下両院、地中貫通型核兵器の０
４会計年度研究予算を、政府が要求していた約１
５００万ドルから約７５０万ドルに半減で合意。（本号
参照）

ＩＡＥＡ＝国際原子力機関／ＫＥＤＯ＝朝鮮半島エ
ネルギー開発機構／ＮＡＣ＝新アジェンダ連合／
ＷＢ＝ホワイトビーチ

ＴＯ非核国（カナダを含む）、オーストラリア
などとともに棄権した。北朝鮮は賛成で
あった。
　１０月３０日には日本提出の決議案「核
兵器完全廃棄への道程」が投票され、
賛成１４６－反対２（米、インド）－棄権１６（Ｎ
ＡＣなど）で採択された。これは昨年とほ
ぼ同様の構図であった。（中村桂子）

に対抗するのかを示唆している。特定の
国を名指しせずに、「科学的および技術
開発の『ブレークスルー』を利用すること
で核兵器を使用可能な軍備として復活
させ、使用の結果という観点から見て比
較的『クリーン』な兵器に変えようとする」
努力が払われていることに注目してい
る。もし米国が新型の「より使用可能な」
核兵器開発に進めば、特に核実験を再
開すれば、ロシアもまた同様の変化をし
ようと努めるだろう、ソコフは言う。

最後に
　ＭＯＤ文書は、当初一部のメディアに
よって報じられたような挑発的な色彩は
顕著ではない。むしろ注目すべき点は、
米国の核兵器政策に従ってロシア核兵

http://www.pcf.city.hiroshima.jp/
mayors/jp/topic/index.html

１９８号に掲載した平和市長会議で最終決
定の「核兵器廃絶の推進に関する決議文」
と「最終コミュニケ」は、以下のＵＲＬで読む
ことが出来ます。なお、１９８号の翻訳ではＮ
ＰＴ再検討準備委員会の日付が間違って
いました。正しくは、「４月２６日から５月７日」
です。ここに訂正とお詫びをいたします。

平和市長会議決議
ホームページ

��３ページからつづく

●Ｍ

●Ｍ


